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象牙製品等の国外持出防止に向けたこれまでの東京都の取組

東京2020大会時の訪日外国人による象牙の違法な国外持出等への懸念など、象牙取引に対

する国際的な関心の高まりを受け、東京都は「象牙取引の規制に関する有識者会議」を設置。

国内取引規制の検証と、国際都市である東京がなすべき対策等を検討。

「象牙取引規制に関する有識者会議」の設置

東京2020大会を契機とした国外持出防止の取組

東京2020大会のために来日した選手や関係者への啓発や、国（経済産業省・環境省・税関等）

と連携したポスター・リーフレットによる国内外への情報発信を実施。

都内の象牙取扱事業者に対し、都が作成した取引確認書様式の活用等により、購入希望者

が国外に持ち出す意思がないことの確認や、確認できない場合の販売自粛を直接要請。

2020

2021

事業者と連携した購入者への意思確認

象牙の適切な取り扱いに関する普及啓発

有識者会議の意見を踏まえつつ、国や事業者と連携し、象牙製品の違法な国外持出を防止

するための対策を実施。

〇取組の結果、東京2020大会期間中、象牙の違法取引に関する報告事例はなかった

〇大会後も、事業者と連携した取組や、普及啓発を都として継続的に実施している
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都内象牙取扱事業者（特別国際種事業者）と連携した取組

都内の象牙取扱事業者（特別国際種事業者）に対して以下を要請し、

国外持出防止を徹底

 都の確認書様式などにより、「国外持出は原則禁止で、処罰の対象となる」こ

とを説明し、「違法に国外に持ち出さない」意思を確認した上で販売すること

 購入希望者が訪日外国人の場合や意思確認ができなかった場合など、違法な

海外持出につながるおそれがある場合には、販売を自粛すること

都のリーフレットなどにより、「海外持出は原則禁止で、それを目的とした購入は

できない」ことを販売窓口等において周知すること

要請内容

事業者と連携した取組＜2021.6~＞ 都確認書様式例

2021年９月、都の要請への対応等についてアンケート調査（回答率約

６割）を実施した結果、

 購入希望者がいた事業者の約73％が「販売の際に国外に持ち出さないことを

確認した」、71％が「外国人への販売を自粛する」

 13％の事業者が「都の要請で国外持出禁止を知った」

と回答するなど、購入希望者への適切な対応や、象牙製品に対する

認識の徹底に効果がある取組であることを確認。

事業者へのアンケート調査＜2021.９＞
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卓上ポップ

※全て都HPからダウンロードが可能（https://www.seisakukikaku.metro.tokyo.lg.jp/cross-efforts/zouge/general/） ３
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